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大阪本社上場企業の府外移転について

工場等制限法が府内各地域の工業集積に与えた影響に関する実証研究
　小林　伸生
要約
　本稿では、工場等制限法（近畿圏施行期間：昭和39年～平成14年）が、府内の各自治体の工業集積（製造品出荷額等の増減割合）に与えた影響を、「差の差分析」（DID分析）を用いて分析した。主な発見として、①全域が指定対象地域となっている自治体では明確に集積に対して負の影響が現れた一方、一部指定地域では明確な影響は認められなかった、②工場等制限法廃止後も、指定対象地域へのマイナスの影響は残存していた、③法施行に伴い隣接自治体への生産活動が外延化するといった動きは、明確には認められなかった、等の点が明らかになった。
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１．はじめに
高度成長期にあった昭和30年代に、首都圏及び近畿圏では、他地域からの人口流入が加速し、急速な人口の増加と産業集積の拡大が進展した。こうした動きが、大都市圏における過密化、都市機能の無計画な膨張、生活環境や交通状況の悪化と、地方圏における過疎化を進展させることへの懸念を強めた。左記のような社会的背景の下、人口増大の大きな要因であった工場や大学等の新設を首都圏と近畿圏において制限し、過度の人口流入や産業活動の拡大を防止することで、国土の均衡ある発展を目指す方向性が模索された。「首都圏の既成市街地における工業等の制限に関する法律」（昭和34年制定）および「近畿圏の既成都市区域における工場等の制限に関する法律」（昭和39年制定）（以下、「工場等制限法」と表す）は、こうした基本的な考え方を具現化するための法律として制定されたものである。
上記の通り、工場等制限法は元来、地域間の経済活力格差や過密・過疎の是正を目的として施行されたものであった。しかし、高度成長期が終わり、安定成長期から平成不況期に入り、大都市圏への人口流入のペースが低下した2002年まで同法は存続した。この間に国内の新規工場立地件数は、高度成長期の5,000件を超える水準に達していた状況から、1990年代以後は概ね1,000件前後の水準まで下落した。生産・技術開発機能の低下による、いわゆる「産業空洞化」問題が顕在化し、国内における工場再配置から、国全体として工業集積をいかに維持・再活性化していくかという所に、問題の焦点が移行してきた。しかし90年代以降も同法は存続していたため、指定が継続していた首都圏及び近畿圏の対象地域では、本来の成長ポテンシャルを地域内で十分に具現化することができず、やむを得ず域外に生産・開発機能の拡充を求めた可能性も否定できない。
本研究は、府内の工場等制限法の対象となった地域が、指定により活動を抑制されていたのか、そしてその解除は、対象地域の集積に新たな変化をもたらしたかについて、「差の差分析」（Difference in Differences、以下、DID分析）の手法を用いて検証する。
２．先行研究
本節ではおもに、①工場等制限法の指定が対象地域に与えた影響に関する先行研究、および②DID分析を地域経済・産業の分析に用いた研究を概観していく。
まず、工場等制限法指定による対象地域の集積への影響を検証するDID分析について述べる。DID分析は、何らかの措置や政策の対象となった群（処置群）と、施されなかった群（対照群）の間で、時間的な変化の差を分析することで、措置や政策の効果を分析・検証する手法である。
例えば、表1のように、職業訓練を受けた労働者と、受けなかった労働者で、職業訓練開始前と終了後の賃金水準の変化を観察して、訓練の効果があったか否かを判断するケースを考える。職業訓練を受けた労働者の訓練開始前の賃金水準を50、終了後の賃金水準を45、同期間の訓練を受けなかった労働者の賃金水準が、それぞれ60、50であったと仮定する。一見すると、訓練を受けた労働者は訓練前後で賃金水準が5下落しており、また、訓練を受けた後でも受けなかった労働者と比して賃金水準が低いことから、「職業訓練を施しても賃金水準は上昇せず、訓練の効果はない」という結論に至りそうである。しかし、国や地域の経済情勢の悪化等の理由により、労働市場全体として賃金水準が低下しており、その結果として訓練を受けなかった労働者においても、賃金水準が10低下しているという可能性が考えられる。こうした場合、職業訓練による能力向上の結果、賃金水準の低下を５に抑えられた、すなわち職業訓練の効果は認められる、という判断にも妥当性がある。DID分析は、こうした時間を通じた変化が、政策や制度の有無によって異なるかを調べる方法である。
表１　職業訓練が賃金水準に与える効果の
モデル例
	
	訓練を受けた
労働者（処置群）
	訓練を受けなかった
労働者（対照群）

	職業訓練開始前
	50
	60

	職業訓練終了後
	45
	50


(出所)筆者作成
同手法を用いた分析は、主に特定地域における政策・制度の変更や、公共事業が地域経済に与えた影響等に活用されてきた。例えば、Duflo(2001)は、インドネシア1970年代の小学校の建設が労働力の質的な変化に与えた影響について分析し、教育への投資が経済活動にもたらすリターンを明らかにしている。また、山鹿(2015)は、高速道路のインターチェンジの新設が周辺地域の地価に与える影響を分析し、特にインターチェンジの近隣の商業用地・工業用地では、地価の下落率が低く抑えられた一方、住宅地については地価の下落を加速させた可能性を示唆する結果を導いている。
DID分析を産業政策効果の測定に用いた研究として、Nishimura and Okamuro(2011)は、日本における産業クラスター政策を対象として、同手法を用いて産学官連携プロジェクトへの参加企業に対する効果を検証し、分析結果から、間接的なネットワーク構築支援プログラムが産学官のネットワーク構築に顕著な影響を与えている一方、直接的な研究開発支援プログラムは、十分な効果をあげていないことを明らかにしている。また、Brossard and Moussa (2014)は、フランスにおける産業クラスター政策を、一人当たりパテント数の変化を用いてDID分析を行い、特に重点化された「世界クラスの産業クラスター」の指定地域においてのみ、政策の効果が認められることを示している。
　工場等制限法が及ぼした効果を、計量的手法を用いて分析した研究は意外に少ない。各務・福重(2003)では、工場等制限法廃止前の工業統計表の中分類別データ
を用いて、指定対象地域と対象外地域の生産関数を推計し、集積の地域特化の経済と都市化の経済の存在の有無を検証している。その中で、対象地域内の多くの業種で、いずれかの類型の集積の経済の存在を確認し、それにもかかわらず集積に制限をかけていたことを指摘している。
また、長期にわたる影響の推移を分析した研究として、大阪産業経済リサーチ＆デザインセンター(2020)があげられる。ここでは、工場等制限法が工場立地の外延化をもたらしたのではないかという仮説を検証するため、同法が施行された1960年代半ばから廃止直前の2000年までの長期時系列データに基づき、DID分析を用いて検証している。具体的には、規制の対象となった大阪市の各区を処置群、対象地域に含まれなかった大阪市外縁部の7市
を対照群とし、工業集積の推移を従業者数と製造品出荷額を指標としてDID分析を行っている。従業者数については全期間で、製造品出荷額等については70年代半ば以降、大阪市の工業集積は外縁部の工業集積を統計学的に有意に下回っていることを示し、規制によって大阪市内より外縁化が進展したことを明らかにしている。
また、首都圏の工場等制限法指定地域を対象とした研究として、小谷(2017)では、DID分析を用いて、指定が横浜市の対象地域の集積に与えた影響を検証している。同論文では、一部指定解除が行われた1999年～2002年までの、横浜市内の指定対象地域の町丁目ごとのデータを用いて、部分解除が行われたエリアと規制が継続されたエリアを分け、1㎢あたりの事業所数と1事業所当たり出荷額について分析を行っている。そして、規制解除の効果は即時的にではなく、数年程度のタイムラグを経て現れることを示している。
　これまでの地域の産業集積形成に制度がもたらした影響について、DID分析を用いて分析した先行研究では、各地域の産業構造がもたらす影響を除去したものは存在しない。半面、集積を構成する産業は、各時代において需要の増大や減退に例外なく直面し、それは各地域の産業集積の盛衰に不可避的に影響を与えてきたことも事実である。本論文では、DID分析を行う上で、地域の産業構造が集積の増減に与える要因を除去したうえで、純粋な地域要因と、工場等制限法に基づいた規制の実施と撤廃が集積に及ぼした影響について検証を行う。
３．分析手法
　本節では、当研究で用いる分析手法について概略を説明する。
3-1　シフト・シェア分析
各地域の工業集積の成長力に影響を与える要因は、工場等制限法指定の有無だけではない。集積に影響を与えると考えられる他の要因を、予めコントロールする必要がある。
　特に工業集積の発展・衰退に影響を与えると考えられる要因の一つが、各地域の産業構造である。当然のことながら、地域によって業種別の集積状況は異なる。対象期間に当該業種に対する需要の伸びが地域の工業集積の成長を促した、あるいは需要の低迷により停滞を余儀なくされたということはあり得る。すなわち、各地域の産業構造が、対象期間に成長の追い風／逆風となることは考えうる。従って、各地域の工場等制限法の指定の有無が、出荷額の推移に及ぼす影響をより正確に抽出するためには、産業構造が出荷額の増減にもたらす影響を取り除いたうえで分析する必要がある。
　ここで、産業構造が地域の工業集積の増減に与える影響を除去するために用いる、シフト・シェア分析の手法について、簡単に説明する。
シフト・シェア分析は、特定の地域の経済の成長が、それを包含する地域（通常は国）の成長から乖離する要因について、その地域の産業構造面での特徴（産業構造要因）と、その他の地域要因(地域特殊要因)に分割し、それぞれがどの程度影響しているかを分析する方法である。1960年にDunnによってはじめて紹介されたのち、多くの実証研究に用いられてきた手法である(Dunn(1960)、Acs and Ndikumwani (1998)、Kobayashi(2004)等)。
シフト・シェア分析において、産業構造要因が各地域の集積に与えた影響は、下式によって計算される。
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ISBOi ：各地域iの産業構造が成長に与えた影響を示す産業構造ボーナス・オーナス
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:地域iの集積に対するj産業の占める割合
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：j産業の全国の期間成長率
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：全産業の全国の期間成長率を示す。
議論を簡潔にするために、ここでは2部門モデルで説明する。表2のように、成長局面にあり、期間成長率が10％である産業1と、成熟局面にあり期間成長率が0％である産業2が存在すると仮定する。
国全体では、期初時点での産業構造が産業1、産業2共に50％ずつであるとすれば、期間成長率は5％となる。同じ期間に、ある地域Aでは、産業1が80％、産業2が20％という産業構造を有していたとしよう。それらの産業が、国全体と同じような伸びを示すと仮定した場合、地域Aの期待成長率は8％となる。つまり、地域Aでは、成長局面にある産業を相対的に多く有しているがゆえに、産業構造面では3％分の追い風を受けているとみることができる。
表２　2部門モデルによるシフト・シェア分析の説明
	 
	産業構造
	産業構造に
基づく期待
成長率
	実際の
成長率
	シフト・シェア分析結果

	
	産業１
(成長率10％)
	産業２
(成長率0％)
	
	
	産業構造
要因
	地域特殊
要因

	国全体
	50％
	50％
	
	５％
	
	

	地域A
	80％
	20％
	８％
	６％
	＋３％
	－２％

	地域B
	20％
	80％
	２％
	３％
	－３％
	＋１％


(出所)筆者作成
各地域の工業集積を観察しても、その立地する企業の業種が需要面で追い風／逆風を受けたかにより、出荷額や事業所数等の面で影響を受けていることがわかる。すなわち、成長段階にある産業が相対的に多く立地している地域では、高い伸び率が期待され、成熟段階にある産業を多く抱える地域では、伸びが抑制される可能性が高い。実際に、わが国の製造業の業種別の出荷額の動向をみると、1980年代は、加工組立型業種において高い伸び率を示した半面、石油化学などの基礎素材業種では伸び悩んだ。逆に2000年代中頃においては、鉄鋼や石油化学等の基礎素材型業種が、好調な輸出に支えられて成長を示す等、製造業内部においても業種によって成長・停滞に跛行性がみられる。従って、各地域がどのような業種に特化しているかといった産業集積特性によって、その地域が全国平均と比較して、追い風または逆風を受けることはあり得る。
しかし当然のことながら、現実の地域Aの成長率は、産業構造から算出される期待値とは異なる。例えば、実際の地域Aの期間成長率が6％であったと仮定する。その場合地域Aでは、国全体と比較して、1％ポイント高い成長を実現しているものの、産業構造から得られる期待成長率(8％)と比較すると、2％ポイントほど、成長が抑制されたと捉えることができる。つまり、地域が持つ産業構造以外の要因により、成長が抑制されたといえるのである。
本研究ではシフト・シェア分析の手法を用いて、府内の各自治体の工業出荷額の伸び率を、産業構造要因が寄与する部分と、地域特殊要因の寄与する部分に分けた。その上で、産業構造が集積に及ぼした影響を除去し、専ら地域特殊要因が出荷額の増減に与えた影響を検証した。地域特殊要因に焦点を当てる
ことで、工場等制限法の指定による影響を、より直接的に観察することが可能になる。
3-2　分析モデル
次に、分析モデルを説明する。冒頭でも簡単に触れたが、本研究で検証対象とするリサーチクエスチョンは、以下の2点である。
①工場等制限法の施行・廃止は、府内の対象地域や隣接地域の工業集積に対して影響を与えたか。
②工場等制限法の施行・廃止の影響の現れ方は、地域および時期によって異なるか。
上記を検証するため、シフト・シェア分析により産業構造要因を取り除いた「地域特殊要因」を説明変数として加える。具体的なモデルは、下式のとおりである。
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但し、
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：自治体i、期間sの製造品出荷額等の年平均伸び率(%)
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：定数項
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：工場等制限法施行前＝０、施行後＝１とするダミー変数
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：工場等制限法施行時の指定地域、一部指定地域、隣接地域のダミー変数
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：自治体i、期間sの、シフト・シェア分析から算出された地域特殊要因(%)
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：誤差項　をそれぞれ表す。
右辺の第2項のダミー変数は、府内の各自治体が、法施行前後で出荷額の増減面で影響を受けていることを示すダミー、ダミー変数と各指定対象地域の交差項は、指定対象自治体（および隣接自治体）が、他の全般的な地域特殊要因の他に、工場等制限法による地域指定が、付加的な影響を耐えたか否かを測定することを表している。
3-3　分析対象期間の設定
　本研究における分析対象期間は、工場等制限法が施行される以前の時期を起点とし、施行時期（1964～2002年）、施行後という長期間にわたっている。施策の実施前後と実施中の各要因の影響を識別するためには必要な期間設定であるが、同時にそれはデータ入手面でいくつかの制約をもたらす。
第1に、分析対象となる自治体の統計入手可能性と連続性の制約である。本研究で分析対象とするのは府内の各市区町村の工業集積であるが、使用データである「工業統計表(市区町村編)」が集計・公表されるようになったのは1960（昭和35）年からであり、その後1969年までは3年に1度の頻度となっていた
。そのため、工場等制限法施行前の基準となるデータについては、1960年と1963年の2か年を用い、両年の工業出荷額データから、年平均の製造品出荷額の伸び率を算出することとした。
第2に、日本標準産業分類の改訂の影響
である。対象期間中に、日本の製造業は大きな変貌を遂げてきており、それに応じる形で産業分類も数次にわたり変更が施されてきた。産業分類の改訂は、それぞれの時代の産業の姿を的確に表す点では必要な措置であるが、同時にデータの連続性確保の面では困難さをもたらす。とりわけ、シフト・シェア分析においては、少なくとも分析単位となる期間中の産業分類については同一である必要がある
。
本研究では、分析対象期間を、工場等制限法の改廃、および日本の産業活動を取り巻く環境変化の大きな転換点となった年を基準として数期間に分けているが、それに際しては、産業分類の改訂が分析対象期間を分断することで、測定に誤差を生じることがないようにする必要がある。そのため、各分析期間中の産業分類の連続性の確保も意識しつつ、期間の設定を行った。具体的な時期区分は、下記のとおりである。
①高度成長前期（1960～63年）
②高度成長末期（1971～73年）
③オイルショック～安定成長期(1974～84年）
④円高不況～バブル期（1985～91年）
⑤平成不況期（1991～2001年）
⑥いざなみ景気期（2002～07年）
⑦リーマンショック～アベノミクス期
（2008～15年）
上記のうち、①が工場等制限法施行前、②～⑤の時期が工場等制限法施行期間、⑥～⑦が廃止後の期間となる。①の施行前の期間を基準として、施行中の②～⑤の各期間において、どのような影響がみられるかを検証する。また、⑥～⑦の廃止後の期間については、制限法の影響が残存していると仮定するモデルと、制限法の影響が消滅したと仮定するモデルの２つを比較し、いずれの説明力が高いかを検証した。
3-4　地域区分
　次に、府内各自治体の地域区分について説明する。工場等制限法では、全域が対象地域となっていた自治体と、一部地域が指定されていた自治体がある。そのため、指定対象自治体については、全域が指定されていた地域を「指定地域」、一部地域が指定されていた自治体を「一部指定地域」と区分した。
また、指定対象地域以外の自治体については、本研究では、指定地域に接する自治体について「隣接地域」として区分を行い、分析を行っている。これは、大阪産業経済リサーチ＆デザインセンター(2020)の中でも論じられているように、工場等制限法の対象地域で操業する事業者が、従来の集積のメリットを極力維持しながら、事業の拡張や操業環境の改善を目的として、隣接地域に事業拠点を移動させるケースも想定されるためである。そうした可能性を検証するため、工場等制限法の対象地域であった市区に隣接する自治体を「隣接地域」とし、制限法の施行により集積動向に変化があったかどうかについて分析を行った。もし、施行に伴い隣接地域に操業拠点を移すといった現象が広範にみられ、そのことが周辺自治体の工業集積水準を高めたのであれば、隣接地域と工場等制限法の交差項の係数（γ3）は正で有意になると考えられる。
また、分析対象期間が長期間にわたるため、統計の連続性を担保する上で、市町村合併・分割等の影響を考慮する必要がある。対象期間中に様々な市区町村が合併・分割、市制施行、政令市移行などの変更を行っており、連続性を担保するためには、各時代の自治体の元データを、合併・分割等を反映して再編成する必要がある。
表3は、分析対象期間中の市町村合併・名称変更等と、施したデータ接合処置の一覧であり、表4はそれらを反映した、本研究で用いた地域区分である
。ここからも分かる通り、現在市制が布かれている自治体でも、対象期間の初期時点では市制が布かれておらず、データの取得可能性の観点から分析対象となっていない例
がある。また現存する自治体名でも、データの連続性の確保から、現在の境界とは異なる範囲の自治体で集計しているケースがある
点には注意が必要である。

表３　分析対象期間中の市町村合併・名称変更一覧
	本研究の
自治体名
	変更経過
	データ接合処置

	東淀川区
	淀川区が東淀川区から分区(1974年)
	1974年以降について東淀川区と淀川区を合計

	城東区
	鶴見区が城東区から分区(1974年)
	1974年以降について城東区と鶴見区を合計

	住吉区
	住之江区が住吉区から分区(1974年)
	1974年以降について住吉区と住之江区を合計

	東住吉区
	平野区が東住吉区から分区(1974年)
	1974年以降について東住吉区と平野区を合計

	北区
	大淀区と北区が合併(1989年)
	1988年までの(旧)北区と(旧)大淀区を合計

	中央区
	東区と南区が合併(1989年)
	1988年までの(旧)東区と(旧)南区を合計

	堺市
	福泉町を編入(1961年)
登美丘町を編入(1962年)
美原町を編入(2005年)
	1960年の堺市、福泉町、登美丘町を合計


	
	政令指定都市移行(2006年)
	2006年以後の各区を合計

	寝屋川市
	水本村の編入(1961年)
	1960年の寝屋川市、水本村を合計

	摂津市
	三島町から改称し、市制施行(1966年) 
	1960、63年については三島町のデータを採用

	高石市
	市制施行(1966年)
	1960、63年については高石町のデータを採用

	藤井寺市
	美陵町から改称し、市制施行(1966年) 
	1960、63年については美陵町のデータを採用

	東大阪市
	布施市・河内市・枚岡市が合併(1967年)
	1960、63年については3市を合計

	泉南市
	市制施行(1970年)
	1960、63年については泉南町のデータを採用

	四条畷市
	田原村の編入(1961年)
	1960年の四条畷町、田原村を合計

	
	市制施行(1970年)
	63年については四条畷町のデータを採用

	交野市
	市制施行(1971年)
	1960、63年については交野町のデータを採用


(注)他にも一部地域を他市から編入や他市に分割する事例は存在する。
(出所)筆者作成
表４　大阪府内の工場等制限法の対象地域と本研究で用いる地域区分
	区分
	対象自治体

	指定地域
	都島区、福島区、西区、港区、天王寺区、浪速区、東淀川区、東成区、生野区、旭区、城東区、阿倍野区、住吉区、東住吉区、西成区、北区、中央区

	一部指定地域
	此花区、大正区、西淀川区、堺市、守口市、東大阪市

	隣接地域
	豊中市、吹田市、八尾市、松原市、大東市、門真市、摂津市

	非対象地域
	岸和田市、池田市、泉大津市、高槻市、貝塚市、枚方市、茨木市、泉佐野市、富田林市、寝屋川市、河内長野市、和泉市、箕面市、柏原市、羽曳野市、高石市、藤井寺市、泉南市、四條畷市、交野市


(出所)筆者作成

４．分析結果
　表5には、本分析で用いられたデータの記述統計量を示している。大阪府の製造品出荷額の伸びは、高度成長期には非常に高い値を示していたが、安定成長期以後の成長率は鈍化し、バブル崩壊後は対中輸出の増加を主因として、出荷額が増加した02－07年の時期に若干のプラスを記録したものの、基本的に減少傾向に転じている様子が伺える。また、地域特殊要因については、基準期間である1960～63年では正(+4.7％)であるが、その他の期間は、地方圏を中心に生産機能の海外移転が進展し、いわゆる産業空洞化の問題が深刻化した1991～2001年に僅かに正の値を記録したのを唯一の例外として、全て負である。すなわち、高度成長前半期の大阪府製造業は、地域的にも全国と比較して若干追い風を受けながら集積を形成してきた一方、工場等制限法対象期間となって以後は、地域要因の面で逆風を受けた自治体が、府内では多かったことがわかる。
表５　本分析で用いたデータの記述統計量
[image: image21.emf]期間

製造品出荷額等

年平均伸び率(％)

地域特殊要因(％)

1960-1963 20.3% 4.7%

1971-1973 18.2% -1.2%

1974-1984 5.3% -1.8%

1985-1991 2.3% -1.8%

1991-2001 -4.3% 0.5%

2002-2007 1.4% -2.6%

2008-2015 -1.8% -0.5%


(注)各自治体の値の単純平均値である。従って、府全体の出荷額の年平均伸び率とは一致しない。
(出所)筆者作成
表6は、制限法施行前を基準期間として、施行後の各時期の府内各自治体の出荷額の増減割合が受けた影響を、DID分析の手法を用いて分析した結果である。各モデルは、全て1％水準で有意となっており、モデルとしての説明力は担保されているといえる。分析結果から読み取れる点として、以下の3点を指摘する。
第一に、工場等制限法施行が地域の出荷額増減の水準にもたらした影響である。工場等制限法施行ダミーの係数の符号と有意性を見ると、全ての期間で1％の有意水準で有意となっており、符号は1971～73年の高度成長末期は正、その他の期間は負である。法の施行にも関わらず、高度成長末期においては、製造品出荷額は施行前と比較しても高い伸びを示していたことがわかる。半面、オイルショック以後は時期によらず係数は負である。日本全体の経済成長率の鈍化に伴い、府内各自治体の出荷額の伸びも鈍化したことがうかがえる。
第二に、シフト・シェア分析から算出された地域特殊要因の影響である。すべての時期で1％水準で有意であり、その値は正である。この間の大阪府内各自治体の地域特殊要因の平均値は1991年～2001年を除き負であり、そうした地域的な要因は、各自治体の出荷額の増減に顕著に影響を与えてきた
ことがうかがえる。
第三の、そして最大の注目すべき点は、制限法施行と地域指定の交差項である。特に全域が指定対象となっている自治体（対象地域）では、1974～84年の期間を除き、5％以上の有意水準で有意性を示しており、かつ、その係数は全て負である。すなわち、シフト・シェア分析により計測される地域特殊要因が出荷額に与える影響に加えて、さらにマイナスの影響が生じていたことが分析結果から分かる。
但し、地域指定の負の影響が明確に現れているのは、全域が制限法の対象地域として指定されていた自治体に限られる。法の施行ダミーと一部指定地域ダミーの交差項は、係数はいずれの期間についても負であるものの、有意水準を満たしておらず、法施行が対象自治体の工業出荷額に与えた影響は明確ではない。また、法の施行により隣接地域への外延化が起こったのではないかという仮説を検証するために設定した、施行ダミーと隣接自治体の交差項については、係数の符号は正負両方現れているものの、いずれの時期においても有意性が認められなかった。分析結果から見る限り、明確に負の影響が現れた指定地域との比較でみれば、負の影響は明確ではないものの、法施行に伴って隣接自治体に工業集積が移行したという仮説は、明確には支持されない。
　次に、制限法が廃止されたのちの各自治体の出荷額への影響を見る。表7は、工場等制限法の廃止後において、対象自治体への影響が残存したと仮定したモデルと、解消されたと仮定したモデルを比較したものである。この分析結果から、両期間ともに影響が残存していると仮定したモデルの方が説明力を有していることがわかる。指定地域ダミーと施行ダミーの交差項は負で有意性を持っていることからうかがえるように、工場等制限法が廃止された後も、指定地域における製造業集積に対しては負の影響が持続していることがわかる。
表６　工場等制限法指定地域区分毎のDID分析結果
[image: image22.emf]係数 t値 有意性 係数 t値 有意性 係数 t値 有意性 係数 t値 有意性

工場等制限法施行ダミー 0.05 7.64 *** -0.08 -9.06 *** -0.11 -19.56 *** -0.19 -29.34 ***

指定地域ダミー 0.03 4.05 *** 0.03 2.79 *** 0.03 5.59 *** 0.03 4.39 ***

一部指定地域ダミー 0.01 0.66 0.00 0.30 0.01 1.09 0.01 0.75

隣接地域ダミー 0.01 0.84 0.01 0.51 0.01 1.24 0.01 0.93

施行×指定地域 -0.03 -3.14 *** 0.00 -0.23 -0.02 -2.62 ** -0.03 -2.60 **

施行×一部指定地域 -0.01 -0.75 -0.01 -0.41 -0.01 -0.50 -0.01 -0.57

施行×隣接 -0.01 -1.01 0.01 0.68 0.00 0.18 -0.02 -1.45

地域特殊要因(％) 1.03 73.09 *** 1.01 52.16 *** 1.03 90.80 *** 1.03 74.05 ***

定数項 0.14 27.03 *** 0.14 20.82 *** 0.14 34.99 *** 0.14 28.90 ***

修正済み決定係数

F　値 *** *** *** ***



1971-1973 1974-1984 1985-1991 1991-2001

818.71 507.29 1650.35 1333.19

(オイルショック

～安定成長期)

(円高不況～バブル期) (平成不況期)

0.99 0.98 0.99 0.99

(高度成長末期)


(注)有意性の欄の*印は、**：5％、***：1％の有意水準でそれぞれ有意であることを示す。
(出所)筆者作成
表７　工場等制限法廃止後の対象地域への影響分析結果
[image: image23.emf]係数 t値 有意性 係数 t値 有意性 係数 t値 有意性 係数 t値 有意性

工場等制限法施行ダミー -0.09 -14.92 *** -0.15 -29.96 ***

指定地域ダミー 0.03 4.80 *** 0.02 1.21 0.03 5.88 *** 0.03 1.19

一部指定地域ダミー 0.01 0.94 0.02 0.80 0.01 1.15 0.01 0.42

隣接地域ダミー 0.01 1.07 0.00 0.23 0.01 1.31 0.01 0.32

施行×指定地域 -0.05 -5.47 *** -0.04 -4.76 ***

施行×一部指定地域 0.00 -0.02 -0.01 -1.22

施行×隣接 -0.02 -1.68 * -0.01 -1.32

地域特殊要因(％) 1.03 78.55 *** 1.11 27.84 *** 1.03 95.62 *** 1.12 19.32 ***

定数項 0.14 29.95 *** 0.09 8.69 *** 0.06 3.94 ***

修正済み決定係数

F　値 *** 217.02 *** *** ***



2047.48

影響解消モデル 影響解消モデル

2008-2015(リーマンショック～アベノミクス期）

103.35

0.81 0.90

2002-2007(いざなみ景気期）

影響残存モデル 影響残存モデル

0.99 0.99

1270.28


(注)有意性の欄の*印は、*：10％、***：1％の有意水準でそれぞれ有意であることを示す。
(出所)筆者作成

また、2002年～2007年の分析結果では、隣接自治体と施行ダミーの交差項が、10％水準ではあるものの負で有意になっている。制限法施行によって隣接地域への外延化の可能性があるのではないかという当初の仮説については、
少なくとも今回の分析結果からは支持されない。
５．暫定的結論と今後の研究課題
　本研究は、府内市区の工業統計の長期時系列
データを用いて、工場等制限法が府内各地域の工業集積に与えた影響を、DIDの手法により分析した。そこから得られた暫定的結論として、以下の３点が明らかになった。
　第一に、工場等制限法の施行は、特に全域が指定対象となっている地域の工業集積に対して負の影響を与えた。一方、区域の一部が指定対象となっている自治体については、明確な負の影響は認められなかった。
　第二に、制限法の施行に伴い、指定対象地域に隣接する自治体への外延化の動きがみられるという仮説は、本研究からは明確な傾向は認められなかった。規制に伴う生産機能の再配置は、隣接地域への移転により、極力従来の集積維持が図られるという見解が、先行研究においても示されているが、少なくとも今回の分析手法から得られた結果を見ると、そうした動きは顕著ではなかったといえる。
　第三に、2002年に工場等制限法が廃止された後も、指定対象自治体における出荷額の増減に対する影響は残存している。長期間にわたり工場の新増設に対する規制が行われた地域においては、その影響が規制廃止後も継続的に現れている。これは、規制期間に形成された地域の産業立地上の特性が、その後の集積に対しても持続的に影響をもたらしていることを示唆するものである。
　最後に、残された課題を述べる。第一に、本研究では近隣府県や日本全体を視野に入れた工業再配置への影響は分析できていない。先行研究や有識者の見解においても、首都圏や関西圏の対象都府県が工場等制限法の施行の影響を受けたのに対し、例えば中京圏のように高度な工業集積を有しながらも法律の規制対象にならなかった地域においては、同期間に集積を高める上での追い風を受けたともいわれている。こうした影響の検証は、より広域のデータを比較分析することで可能になる。今後、同期間の都道府県データを用いて、工場等制限法の施行が、近隣地域や国内他地域の集積形成にどのような影響をもたらしたかについて、分析を進めていきたい。
第二に、本研究は工場等制限法が府内の工業集積の再配置に与えた影響の分析を試みたが、少なくとも指定地域から隣接地域への集積の重点が移行する傾向は認められなかった。しかし、大阪産業経済リサーチ＆デザインセンター(2020)の分析結果では逆の示唆が得られているように、分析の手法やデータの取得方法によっても、結果が影響を受ける可能性はある
。今後、筆者を含め、より多様なアプローチを用いた研究成果が蓄積されていくことを通じて、同法が産業再配置に与えた影響について、より客観的な結論が導かれることを期待する。
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� 1985年、90年、95年、99年の4か年のデータをプールして分析している。


� 豊中市、吹田市、摂津市、門真市、大東市、八尾市、松原市


� 理想的には、集積に影響を与える地域要因をより的確に識別し、説明変数として加えることができれば望ましい。しかし、現実には各地域の産業立地を取り巻く環境は極めて多様であり、いくつかの地域要因を代表的に示す変数で大部分の要因をカバーすることは困難である。そこで、本研究では産業構造要因を除去した部分を、一括で「地域特殊要因」とし、さらに各地域に与えた例外的・特殊なインパクトとして工場等制限法を特出する形で、政策が集積形成に及ぼした影響を検証する形をとった。


� 1971年から毎年集計・公表されている。


� 日本標準産業分類は、分析対象期間中に、1963年1月の第5回改訂から、2013年10月の第13回改訂まで、9回にわたり改訂が行われている。そのうち、今回のシフト・シェア分析に影響を及ぼす製造業の中分類の改訂は、1967年（工業統計表市区町村編では1969年～）1984年（同85年～）、2002年(同2002年～)、2007年 （同2008年～）の4回である。本研究では、これらの改訂年が、分析対象期間を分断しないように期間区分を設定することにより、シフト・シェア分析の期間毎の測定誤差を極小化するようにした。


� Richardson(1978)やFothergill and Gudgin(1979)は、シフト・シェア分析は使用する産業分類の細分化レベルにより算出される産業構造要因の現れ方が異なり、細分化されるほどその影響は大きく現れることを示している。産業分類の改訂は算出結果にわずかに影響を与える可能性はあるが、全ての期間で用いているのは中分類レベルで統一していることから、大きな影響はないと考えられる。


� 例えば昭和41年に、寝屋川市の一部地域が大東市に編入されたケースのように、エリアの一部地域が他の自治体に分離・編入されるケースがわずかにある。そのような事例については、統計上の連続性を正確に反映できない点は制約条件である。


� 大阪狭山市(1987年市制施行)、阪南市(1991年市制施行)については、データの制約から分析対象から除外している。


� 例えば東淀川区については、現在の東淀川区と淀川区を合計した値を採用するなど、主に大阪市内における区の分割および合併の影響を反映している。


� 工業統計表市区町村編は、1960年、1963年については、町・村について産業中分類レベルのデータが公表されていたが、1966年以後については、中分類別の統計は市・区以上となり、町・村については全製造業計の表示となった。そのため、1971年以降で市制が布かれており、1960年、63年のデータを追跡可能な自治体を分析対象としている。


� 地域特殊要因の値は、正負両方の符号をとり得る。従って、特に地域特殊要因の値が負の場合に係数が正であるということは、出荷額の増加に対して抑制的に作用したことを意味する点に注意するべきである。


� 例えば、本研究ではデータの連続性の観点から、市町村合併や産業分類の変更の影響を極力除去しつつ、法施行前との比較を行うため、時期を６期間に区切って分析を行った。そのため、法の施行が産業集積に対してもたらした、長期的な影響については検証できていない。
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